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一前回の「研究ノートJ (その 1)をうけて-，本来なら前回での問題
点，特に西日本経済政策学会の伊東正則教援はじめ諸学兄からの批判であ
った，イ合理的で客観性を有することが認め難い地域ニーズの変化をおった
産業のライフサイクル分析について，その具体的な定量化とそのサイク
ル，あるいは予測の誤差と範囲について，本論では実証すべきであるのか
もわからない。しかしながら一つにはこの研究目的は産業構造論にセオリ
ーがあるか，あるとすればそれをフォローして行とう，ということではな
い。政策として実行できるセオリーをメイク・アップして行くことに置い
ている。多分lζセオリー・メーカーとしては量化できるものは問題ではな
くて，計量化できないものの方が重要と思えるからであり，二つには，前者
と深く関係するのだが，この調査研究において，ファーストハンドのデー
注)研究論集，第13号，広島経済大学， 1976年， 6月
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ターを集収し地域産業研究のファンデーションを作ろうとしているため
に，広島県の経済界の“人"にデーター・ソースを求めた ζと，あるいは
理論と分析手法の構築をすすめるフィードパックが必要となったことが
“し、わゆる"論文の形から逸脱することになった。
そこで，前回のリポートに対して，経済同友会での討議的において最
も批判と質問を寄せられた「具体的な対応策」の検討について今回はまと
めることにした。
第8章具体的な対応策の検討
今後は高度経済成長期当時のような設備投資の異常な伸びは期待できな
いとしても，重工業品の輸出増，耐久消費財とくに自動車需要の増加，公
共建設活動の旺盛化は，やはり今後共日本の重工業を支えていくであろう。
乙うした根幹になる産業の拡大の上にサービス産業が展開されてくるとみ
るのがノーマルな予測であって，瀬戸内に拡がり蓄積された重工業が崩壊
して広島はサービス産業の時代を迎えると読むのは空論にひとしい。
そこで，後天的ポテンシャル依存型の重工業群が次のニーズに適応出来
るように自己変革を行ない。既存の商品分野に於ける競争力を高め，次の
ニーズの分野lこ新しい商品をもって展開を図らなければならない。この点
では，鉄鋼は基幹産業としてある程度の成長は継続して行くであろうし，
自動車，造船，一般機械に関しても，他分野，新しいニーズへ転換可能な
技術の柔軟性を有していて，期待がもてる。乙れに対して先天的なポテン
シャル依存型の産業群(在来産業)が育ち，お互にサポート・コミュニケ
ーションを行ないながら，次の産業のシーズ(種)を懐胎させる姿が，
“望ましい広島の産業構造の姿"であろう。
前項で検討して描いてみた“望ましい産業構造の姿"を如何にして達成
して行くか，その具体的方策を， 1)産業政策推進の仕組み，システムの
注)昭和51年 8月26日 広島経済同友会，乙の他，広島県総合開発審議会 50， 9に
おいても同様であった。
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検討， 2)各産業別，機関別の具体的な対応方策に分けて論じてみよう。
1 産業政策推進の仕組みとシステム，産業の再生産構造の整備
産業構造の枠組(ノート 1，P-l 3 1)に於て提起したフレームワー
クを今一度検討してみたい。
表-15 表-1と同じ〉 “しくみ"の点検の枠組
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更に上記のフレームワークを産業化過程ごとに，対中小企業，対大企業
施策を国，県lこ分け，産業政策のウエイト配分を模擬的に表現すると，下
記のように描ける。
表-16 各ワエイト配分
Eタネを事業化し産業化する
プロセス
???? Iタネを生み出し、導入する
プロセス
E産業を維持、存続させるプ
ロセス
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とのように県の産業政策に対して大企業に対する関与の仕方が全く薄く，
しかもそれは殆んど血の拡大，維持存続の場面に限られていること，又，
中小企業に対する政策はこれが主体であるが，その場合もI， 1Iの産業化
プロセスの上流に薄く，下流に厚いことはノート 1，5章3項で述べた通
りである。そして，広島が有する産業の再生産構造は，中小企業対象に関
しては，これと同様の特質を持っている。このような特質を上流に強い体
質的に転換して行くこと，即わち 1， タネの発掘，導入1I，タネの
事業化，産業化を推進して行く機構を組立てて行く努力が官民一体となっ
てなされることが求められよう。そして，現にその為の努力は少しづつな
がら開始されている。
具体的には各種のプランを一つ一つ具体化させ，その結果として，上流，
下流のバランスのとれた産業政策推進の仕組み，システムを作りあげて行
くことが望ましい。例えば，広島県下の各所でバラバラに論議され，検討
されている産業構造論議を真に精鋭を結集して検討出来るように， 先ず
“しくみを検討するしくみに改め"真に効率的なものに作り直す必要があ
る。しかしながら，現実には県庁内部に於ても商工会議所，あるいは経済
同友会，通産局lこ於ても，それぞれの立場で，それぞれの調査，研究が行
われており，その結果，強力なリーダー・シップがそこには存在しない。
とのようなリーダー・シップの欠如は，色々な場面で広島に於ける各種の
思い切ったイノベーションを困難としている。現在の広島に於ける経済・
社会機構の中に，とのようなリーダーシップが存在し得いとすれば，何か
新しい仕組みを作り上げるかしなければならないが，いずれにしても強力
なリーダーシップによって，先ず，行政内のプランニング機構の充実強
化，及び、それをパックアップしていく為の民間のプランニング機構の確立
強化が必要であろう。その為には，地域の各所の立場，専門分野，考え方
を異にする頭脳が任意に結集出来，その頭脳が有効に機能し，実施機構と
結びつけることの出来るような広島県独自の研究機構を作りあげることが
注) Iノート lJ向上， P-159参照
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急務である。又，このような新しい上流，下流ノぜランス型の産業政策立案
推進の為の“しくみ"を考える時，その“しくみ"は既存の組織区分等の
枠を離れた自由なものとなる必要がある。何故なら将来の産業のタネとな
るアイデア，また，それを現実のものとして事業化して行く営みは，往々
にして従来の行政分担または，既存の組織分担の枠を外れたものとなる可
能性が充分にあるからである。何故ならば，乙れからの産業の展開方向が
知何にして将来ニーズを満足させるかにある。即ち r需要適応成長型」
の展開を指向するとするならば，最終的なマーケットのまとまり単位はニ
ーズの分類単位に対応することになり，必らずしも既存の産業分類のよう
には分れない。 いろいろな産業分類にまたがる業種がセットになって，
やっと一つのニーズのまとまり単位に対応出来るような姿が当り前であ
ろうし，又，そのような把え方の中から将来の産業の蔚芽が見出されてく
るであろう。とすれば，産業として対象とするのは 1次 2次 3次の
全分野である。例えば， “海のカキ"というようなシーズ(芽)をもとに
して，きれいな海と観光資源，そしてカキ料理，缶詰その他の加工食料品，
その他を含めて，水産業から食料品製造，レストラン，観光サービス等々
迄を包括したような広がりを育てて行くことが産業政策として効率が良
い。このような例は次章で詳述するが，とにかくニーズ単位で産業を育成
する考え方をとった時には，現在の農林水産を扱う部門，製造業グループ
を扱かう部門，第 3次産業を扱かう部門等は，ある面では機能的に混合し
あって，もっと柔軟な産業のイメージ展開が出来るような“しくみ"を実
現するととが基本的な要件であるとも言えそうである。
2. 各産業別・機関別の具体的な対応策の検討
この項では，前項の“しくみ"の検討で考えた枠での対応策に対して，
本研究メンパー出が広島の実業界，農・山村青年リーダー，青年会議
所，あるいは県庁スタッフ等々とのフリーディスカッ νョンを行いなが
注)共同研究者は平岩重治(スタンフォード大学)，渡辺孝(日本開発銀行・東京)
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ら，アイデアとして出して来た各種の対応策，即ち，将来の広島の産業の
再活性化の為の具体案をむしろランダムに記述してみたい。
2-1. 農林水産及びその関連分野の総合化。 広島の先天的地域ポテ
ンシャルを破壊又はそれを埋没させるのではなく，それを生かし，はぐく
み，しかもそれから豊かなアウトプットの期待出来るような，そのような
産業と既存の農林水産業を土台に発生せしめる。これには新しい発想にも
とづく農林水産業の再把握と，それによる新しい可能性の模索を必要とす
るfごろう。
図叩 国際的な観光地の為の素材
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1次2次商品開発 レストラン等サービス産業育成
図-10のように，各種1次産物をもとにユニークなしかも新しい世代の
味覚，国際的味覚を満足させるような 2次産品の開発，そして，それらを
組合わせた広島の新らしい味の創造と宣伝，及びユニークな人をひきつけ
るレストラン等々の，その味を楽しめる場所の展開等々を総合的に開発す
る可能性はまだ充分掘り起せす余地があるように思える。
このような例は，日本では北海道の“十勝ワイン"に具体的にその一端
を見ることが出来る。広島にはこの他lこ清酒等，この分野に属する産業が
幾っかある。 これらも含めて， これからの新しいニーズに対応出来るよ
うに，社会ニーズ充足の意味合い，又，個人ニーズ充足の意味合い，この
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場合は総合的なマーケテンクーの観点lζ立って，これを充分おさえ，それら
にマッチするような各種の商品，サービスを開発し，実現化して行くよう
な，又，そのような営みを支援し強力に推進して行くような機能を設ける
ととは不可能とは思われない。まず手がかりとして広島の農業後継者の青
年達の従来からの意欲的な活動と，県農林水産行政の指導力を今迄以上に
自由な空気のもとにかみ合せ，次々に思い切った発想を地道に粘り強く恐
れず試みて行くような風土を作るととからスタートするととも充分に可能
であろう。このような仮説例からしでも，今後の新しいニーズに対応する
産業のシーズ(芽・種)の発見と育成は，自ずと農林水産の資源の中に存
在するととが明確である。そのことを強く認識するとすれば，従来の産業
構造研究では付足し的であった農林水産業が今後は基本的に見直されてく
るであろう O
2-2. 観光，サービスの強化。 広島はとの数年の聞に数多くのホテ
ルが建設されたが，観光客の数はそれ程増えていない。何故ならば，人の
動きは，人が動きたくなる価値一意味の創造がなければスタートしなしゅz
らである。ホテJレはそうやって開始された人の動きを受け入れる装置，施
設とサービス提供の為の装置であろう。それでは広島に於いて， “人"が
広島lζ来たくなる為の価値一意味がどれ程存在するかを見てみると， レジ
ャー， リクエーシヨンに関しては原爆，宮島を除いては強力なものはなく，
他は全てビジネスに依存する。広島の海，川，山等々の自然，周辺の市町
村の文化背景，そして 2-1で考えたような魅力ある商品とサービス等々，
素材として充分に価値一意味の発掘・創造の可能なものを持っているにも
かかわらず充分に手がつけられていないのが現状であろう。それだけに豊
かな未開発の資源を有した将来の大きな可能性を秘めた産業分野がととに
あると言うことも出来る。
2-3. 流通業の強化。 流通業が栄えるということと，県内消費が伸
びるというととは必ずしも同義ではない。特性分析，問題点の検討で述べ
た如く，流通業がそれ独自で県の経済を支えて行く一つの柱となる。即わ
ち 1次 2次の他の産業分野のアウトプットの消費にまわる部分で成り
186 第14号(経済・経営学編〉
立って行くような従属的なものではなしその為には流通業は幾つかの条
件を満足しなければならない。それは何かと言うと，結局，流通の 2つの
機能，商的流通(情報流通)と物的流通に関して，広島を経由した方が，
または広島に集中した方がメリットがある。もっと平たく言うと，その方
がもうかるという条件を備えていなければならない。これを前者について
言えば，売れる商品，サービスの創造(文字通りの創造，及び選択による
創造を含めて)であり，後者について言えば，時間価値の向上とコストの
低減化であろう。例えば，ロンドンの金融市場であるシティーは大英帝国
が例え滅びても，シティーは残ると言われる如く，世界の金融を支配する
膨大なノウハウの蓄積によって，どうしてもそこを介して取引を行わなけ
れば金融市場に於ける利益は保証されないという絶対的強さを持っている。
これが流通の一つの窮極的な姿であろう。今後，広島の場合は物的流通の
基地としての機能向上を狙うよりも，情報流通の機能中枢になる方が望ま
しいというのが大方のコンセンサスであろうが，その為l乙は売れる商品，
サービスの開発を実現する為の具体的な手段が講じられなければなるまいc
また，流通業務団地等も，乙の商的流通上の集積効果を生み出すような相
互関連を持つ流通業種群を集中的lこ配置して行かなければ，その集積効果
の大半が矢われるとの論議もことに行き着くものであろう。具体的な手段
として繊維関係のファッション開発等の動きが活発であり一つの方向を示
すものと言えるだろうが，との場合でも一般の女性ファッション，ヤング
ファッション等を狙うとすれば相当の困難を覚悟せねばなるまい。逆lこ，
最近のファッションがデザイナーの頭の中からでなく，ニューライフスタ
イルの中から，即わち，誰れか新しい生活を大胆に始めて行くような空間
の中から生まれて来ているととを考えると，そのようなニューライフスタ
イルの試みが大胆に為されるような風土を作ることの方が先決かとも思わ
れる。しかし，乙のような風土は広島では容認され難い。もっとユニーク
な広島の風土から出て充分勝負出来る。そのような対象を的確に把える企
画開発力が必要であろう。とのような機能を長期的Jζ育てて行くとすれば，
広島に芸工大学等は是非必要となろう。
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2 -4. 住宅関連市場に対する対応 3 重点的な振興，育成の期待
される，住宅，家具，什器等のリビング・インダストリィーに如何にして
対応して行くか，家電を持たない広島にとって困難なテーマである。乙乙
ではその中で，インテリアにスポットをあて，家具，インテリア産業の国
際商品化の可能性を追ってみたい。現在，広島の家具は中小の家具メーカ
ー，卸，小売りが主体で生産量も高い。しかし，丁度これから開始されよ
うとしているインテリア産業に対しての技術革新，商品革新の波にどのよ
うに対処して行くのか，大きな問題を内包していると思われる O 一つ一つ
の企業単位ではこのような大きな波に対応して行くことはまず不可能であ
ろう。総合的なインテリア開発センターを設立し，デザ、イン開発，商品技
術，製造技術の開発，広島インテリアの品質基準開発等々，本格的な産業
化の為の対策が講じられる必要がある。さらに，その本格的生産，そして
流通ネットワーク等を考えた場合，相当規模の資本力を必要とするであろ
うし，その場合の取組みが中小の企業の連合で出来るかどうか等々難問山
積であろう。しかし，広島の既存の産業の各種ノウハウを活用出来るよう
な“しくみ'ーを作りあげ，そこに次代の産業育成の投資を導入することに
より，上記開発センター的な機構を早急に作りあげる努力が必要である。
このノート (2)は(1)を発表する乙とによって集中した，行政，経済界から
の批判と質問に答えるために用意したものである。
付 章 ノート江)の報告に対する質疑から十
質問:報告では戦後の広島における工業特性として軍の影響が大きかった。
ということだが，果たしてそうであったかどうか疑問に思っている O
答:軍関係、の資料がほとんど残されていないので非常に残念です。しかし，
その影響というものは今日の重工業だけでなく，現在の繊維関係につい
ては軍の被服支廠が残をした技術と人の影響を多大に受けていることは
広島市内だけでなく福山周辺においても同様である。また食料関係につ
いては糧末支廠があったことで今日まで大きく遺産が残されてきている
と観た方が正しい。しかしながら昭和35年を境にその内容が異ってきて
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いることは事実である。
質問:ライフサイクルの見方であるが，サイクルが継続しているという描
き方に疑問を感じる。
答:ライフサイクノレは，図-8，図-9でも示されているように，業種別，
商品分野別の発生から消滅までの幾つかのライフサイクルを全体として
見た場合のものであって，全県l乙関するマクロ的なライフを言った場合
にはー業種，一商品分野というものではない。
質問:産業構造研究に農業分野が含まれていないが，広島県の農業の在り
方と将来についても調査研究が欲しい。
答:私も同感です。この調査研究に農業が含まれていないのは，この研完
分析が既存のように各地点ごとの産業構成を取扱う産業構造論から離れ
て，地域における産業構造の在り方を考えたものであり，全体のライフ
サイクルを安定させることに目標をおいております。また，農業，工業，
サービスという分類ではなく，図-10でも示しておりますように基本的
には衣，食，住というとらえ方で，例えば，新商品開発として比婆郡の
リンゴ，高田のナシというものを考えるとすると，それを産業化の段階
まで発展させ，更には新しい技術と工夫の上にレストラン等のサービス
までの段階にまで発展させることによって，食の中で第一次の段階から
サービスの段階まで工夫するというのが我々の考えでもあります。しか
しながら方法論の開発だけで，今だに広島県において，商品化，産業化
できる新しいシーズ(種・芽)を発見するにまでは至っていないことは
事実です。
質問:産業構造は企業の主体的行動の自動的帰結と考えていいのではない
か。
答:伝統的な経済学の教科書においてはそうでした。それは完全競争を前
提とした市場経済モデルにおいては，つまり，生産可能性曲線の合意を
考えてみても，そのことは完全雇用と利用可能な最高の生産技術が採用
されていることが前提されているわけですから，そのことは同時に，暗
黙のうちに産業構造が所与の諸資源のもとで最大の生産フロンティアを
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保障するように形成されていることを前提としている。したがって，こ
うしたアプローチのもとでは産業構造の問題が独立に効率的生産との関
連で取扱われるととはなかったわけです。しかしながら，現実の産業構
造は多くの制約要因によって規制され，世界的にみても利用可能な技術
や産業を内部化しているといえず，各国の生産フロンティアは潜在的に
利用可能な水準を確保しているとはいえない。ここに産業構造政策を積
極的に策定する必要があるわけです。的
質問:我々は我々の業種の将来がとうなるか，更に具体的なヒントに関心
があります。
答:それは我々もこの調査研究を通じて気づいた大きな関心の一つでもあ
りました。つまり， 過去のマクロによる産業構造論のように，業種に
よる成長力でとらえることが難かしくなってきています。要はその業種
の中での企業間の力でとらえなくてはならないようです。また，供給構
造を分析してみても，過去のようにどれだけの量が供給できるかでなく
て，どの水準の商品，製品を供給できるかというととが再生産サイクル
の呼び水となるのではなし、かと確認しています。
一つなぎとしてー この調査研究は平岩重治(スタンフォード大学)と
渡辺孝(日本開発銀行本社)との共同研究の一部であり，研究のための方
法論を開発するために，地元の経済界，及び行政との聞でフィードパック
の必要があったからダイジェストにした。その限りにおいては編者が責任
を負っている。また，報告が回を重ねるごとに多くの人にお世話をかけま
した。広島相互銀行，篠原康次郎氏，襟立希陸氏，中四経済連合会，竹内
晴雄氏，中国新聞，森脇幸次氏，三泰産業，福永忠秋氏こは深く感謝致
します。 1976.9.25 
注)アメリカ，その他のた進国などのように，新技術，新産業開発能力をもってし、る
国では，古典派的自由貿易論をそのまま主張できる経済的地位にあり，政府の企業
介入は自由企業体討を招がすものとしても批判的である。
